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概要

 
交通｜生活

■

 

空路・海路・陸路すべての交通機関が集結・連携

■

 

市街地の背後に広がる六甲山をはじめ自然溢れる都市

神戸港

鉄道

国内７都市を結び
三宮から約１８分の好立地

ＪＲ・私鉄・地下鉄
新交通システムなど

世界１３０余国５００余りの港
とネットワークを結ぶ

阪神高速道路･山陽自動車道
中国自動車道･神戸淡路自動車道

大学公園

高速道路

一人あたり都市公園面積
１７．０５㎡

市内大学２０校

神戸空港
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概要

 
名所｜観光

①

 

明石海峡大橋

③

 

鉄人28号

©光プロ/KOBE鉄人PROJECT2011

②

 

須磨海水浴場

⑦ 酒蔵

⑤

 

神戸港

⑧

 

北野・異人館⑩

 

六甲・摩耶
⑨

 

有馬温泉

④

 

南京町

⑪

 

布団太鼓

⑥

 

王子動物園
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経済産業省
平成24年経済センサス活動調査
製造品出荷額等

（左）政令指定都市上位10都市
（右）産業中分類別政令指定都市順位
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概要

 
人口｜経済

■

 

阪神・淡路大震災で10万人近く減少した人口は平成25年4月で153.8万人

■

 

神戸港とともに重厚長大産業・食料品・ゴム製品などの製造業が発展、酒造業・洋菓子も都市イメージを形成

（左）平成25年4月1日

 

推計人口
政令指定都市

 

上位10都市

（右）神戸市／全国人口推移・推計
国立社会保障･人口問題研究所
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神戸医療産業都市

■

 

人工島ポートアイランドでは市民の医療水準の向上と経済活性化のため医療関連産業の集積を図る医療産業都市を推進

■

 

基礎研究から臨床応用の橋渡し機能や企業・大学等の研究機関との連携機能を担う中核施設と並んで

医療機関・医療関連企業が集積しており、国内最大のバイオメディカルクラスターを形成

スーパーコンピュータ「京」

甲南大学

 

兵庫県立大学大学院
神戸大学統合研究拠点

神戸学院大学

 

兵庫医療大学
神戸夙川大学

 

神戸女子大・短大

先端医療センター

理化学研究所

 

発生・再生科学
総合研究センター

神戸市立

 

医療センター中央市民病院

神戸低侵襲がん医療センター

医療産業都市

 

進出企業・雇用者数の推移

国際医療開発センター

県立こども病院

神戸国際フロンティアメディカルセンター

神戸大学

 

統合研究拠点Ⅱ期（Ｈ26年度完成予定）

西記念ポートアイランド
リハビリテーション病院

チャイルド・ケモ・ハウス

経済産業省より委託を受けて次世代抗体医薬等の

 
安定生産技術の研究開発を行う

経済効果推計値 平成17年度 平成22年度

経 済 効 果 409億円 1,041億円

税 収 効 果 13億円 35億円

理化学研究所

 

ライフサイエンス
技術基盤研究センター
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関西イノベーション
国際戦略総合特区に指定

・規制の特例措置

ＰＭＤＡ-ＷＥＳＴ（薬事戦略相談連携センター）

を国際医療開発センター内に開設（Ｈ25.10）

神戸医療産業都市

・網膜の再生治療

高度専門医療機関の集積

・大学や研究機関等の研究利用や産業利用等に使える汎用スパコン

ｉＰＳ細胞による
世界初の臨床研究

スーパーコンピュータ「京」
によるシミュレーション

・税制優遇（法人税の軽減など）

・金融支援（利子補給制度）

・財政支援（関係府省予算を重点的に活用）

放射線治療及び抗がん剤による化学療法

の併用により切らないがん治療を行う

神戸市の基幹病院

急性期医療を提供する医療機関と連携した

早期の回復期リハビリテーションを実施

小児・周産期医療に対する

全県の拠点病院

小児がん患者とその家族が

長期間滞在できる環境を整える

神戸低侵襲がん医療センター

80床

 

Ｈ25.4開設

西記念ポートアイランド

リハビリテーション病院

136床

 

Ｈ25.4開設

チャイルド・ケモ・ハウス

19室

 

Ｈ25開設

神戸市立

 

医療センター

中央市民病院

700床

 

Ｈ23.7移転

県立こども病院

290床

 

Ｈ27開設予定

神戸国際フロンティア

メディカルセンター

120床

 

Ｈ26完成予定

肝臓疾患と消化器疾患の診断・治療

において高度な医療技術とサービスを提供

細胞の採取及び移植 細胞調製機関

理化学研究所
発生・再生科学総合研究センター先端医療センター

台風の進路や集中豪雨の予測

シミュレーションスケールが･･･

既存スパコン ｢京｣

3.5ｋｍ 約400ｍ

地球環境 ものづくり

自動車の衝突の解析

モデル作成が･･･

人手 ｢京｣

数ヶ月 １～２時間

副作用の予測が･･･

ライフサイエンス

薬の開発

現状 ｢京｣

動物実験など シミュレーションで予測
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神戸医療産業都市

 
２０１３年９月撮影

発生・再生科学
総合研究センター

神戸バイオテクノロジー
研究・人材育成センター

国際医療開発センター

神戸バイオメディカル
創造センター

先端医療センター

神戸国際フロンティアメディカル
センター病院（予定地）

キメック
センタービル

京コンピュータ

神戸臨床研究
情報センター

神戸国際
ビジネスセンター

神戸市立医療センター
中央市民病院

神戸ハイブリッド
ビジネスセンター

神戸低侵襲がん
医療センター

チャイルド・ケモ・ハウス

西記念ポートアイランド
リハビリテーション病院



神戸市の

財政状況
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・住宅供給公社の債務整理、解散

・舞子ビラ事業

 

土地信託契約の解消

神戸マリンホテルズ（株）の解散、特別清算

・海上アクセスの債務超過及び累積欠損金を解消

平成２４年度決算

 
概要

■

 

これまでの行財政改革の取り組み、財政健全化の進展を踏まえ、課題の大きい外郭団体の再編に着手

・実質収支

 

約２０億円の黒字（１４年連続の黒字）

・財政健全化比率の改善

実質公債費比率

 

１０．９％

 

（１．２％好転）

将来負担比率

 

１２０．２％

 

（３２．４％好転）

平成２４年度

不断の行財政改革 財政健全化の進展

課題の大きい外郭団体再編
により将来負担を軽減

プライマリー

 
バランス黒字

 
の維持

職員総定数
の削減

外郭団体
の削減

さらなる財政健全化

市債残高
の減少

健全化
判断比率
の改善
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948 874 905
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949 887
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臨時財政対策債 第三セクター等改革推進債

高金利借換債 建設債等

平成２４年度決算

 
一般会計

 
歳入

■

 

年少扶養控除の廃止等により個人市民税が増加したものの、評価替えに伴う固定資産税の減少などから、

市税収入は昨年度比３３億円減収

■

 

住宅供給公社の債務整理に伴う第三セクター等改革推進債の発行により、市債収入は昨年度比１７６億円の増加

歳入内訳の推移

市税収入の推移

市債収入の推移

2,779 2,698 2,665

1,574 1,624
1,441 1,325 1,514

825 809

1,218 1,521
1,478 1,437

403

720
802

646
822

363

344
336

316

2,731 2,671

737 679786

1,591

351

56%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

市税 財産収入等 地方交付税 国県支出金

市債 その他 自主財源比率

（億円）

（年度）

7,4337,565
7,2207,162

7,826
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1,396
1,784 1,797

1,258 1,270
1,221 1,201 1,166

1,129 1,211 1,098 1,065 1,000

1,7191,469

0

1,000

2,000

3,000

4,000

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

扶助費 人件費 公債費

682 726 776 809 826

193 197 204 209 214102 102
263 282 246225 252

280 298 326
194

192

196 186 185

0

500

1,000

1,500

2,000

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

生活保護費 児童措置費 児童･子ども手当

障害者福祉費 その他

平成２４年度決算

 
一般会計

 
歳出

■

 

生活保護費などの扶助費が増加する一方で、

 

職員総定数削減・市債残高削減の取り組みにより

人件費・公債費が減少し、義務的経費は昨年度比８７億円減少

■

 

新神戸トンネルの移管に伴う補助金、外郭団体再編に伴う損失補償の増加により物件費が６０６億円増加

歳出内訳の推移

扶助費内訳の推移

義務的経費の推移

4,050 3,963

619
670 713 629

465

936
851 833 852

781

591
695 675

459

368

1,602 1,221
1,176 1,782

4,038

3,950
3,783

1,119

54%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

45%

50%

55%

60%

65%

70%

義務的経費 投資的経費 繰出金

貸付金 物件費等 義務的経費比率

7,048

7,768

7,480
7,166

7,359

（億円）

（年度）
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平成２４年度決算

 
特別会計

■

 

特別会計は平成２４年度末時点で１５会計

※

 

平成24年度に土地先行取得事業費会計廃止、平成25年度に海岸環境整備事業費会計廃止（14会計）

（百万円）

会計名 歳入 歳出 差引
繰越事業
充当財源

実質収支
一般会計

繰入
構成比

公債費 342,612 342,612 99,953 61.6%

国民健康保険事業費 159,147 159,147 13,221 8.2%

介護保険事業費 110,473 109,658 815 815 15,916 9.8%

後期高齢者医療事業費 30,088 29,977 111 111 15,707 9.7%

市場事業費 5,127 5,104 23 23 341 0.2%

食肉センター事業費 1,180 1,180 871 0.5%

勤労者福祉共済事業費 373 373 19 0.0%

農業共済事業費 297 247 50 50 88 0.1%

母子寡婦福祉資金貸付事業費 247 135 112 112 1 0.0%

駐車場事業費 1,152 1,152 187 0.1%

農業集落排水事業費 1,202 1,202 1,019 0.6%

海岸環境整備事業費 275 275 175 0.1%

市街地再開発事業費 10,976 10,817 159 159 8,775 5.4%

市営住宅事業費 28,199 27,860 339 339 5,167 3.2%

空港整備事業費 2,887 2,887 724 0.4%

合計 694,235 692,626 1,609 521 1,088 162,164 100.0%

（参考）

平成２３年度特別会計決算
（１６会計）

727,123 724,791 2,332 552 1,780 170,089

　うち公債費 384,723 384,723 106,476 62.6%
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平成２４年度決算

 
特別会計

 
空港整備事業

■

 

空港整備事業の管理収支では市債償還費増加への対策として新都市整備事業会計から借入

■

 

平成２４年度神戸空港の利用者数は約２４１万人

今後の取り組み

■

 

利便性の向上
航空会社に対し、増便・新規路線
の就航・機材の大型化を働きかけ
ていく

■

 

機能充実・規制緩和
国に対し、運用時間の延長や
発着枠の拡大等を求めていく

空港会計

 

管理収支

空港別乗降客数（国内線）

 

ランキング

（百万円） 歳入 歳出

神戸市
新都市整備
事業会計

811

624

1,759

借入金

その他

745

301

526

着陸料
停留料

職員費
運営費

市債償還

県支出金

設置管理者 神戸市

アクセス
神戸新交通（ポートライナー）で
三宮から18分（快速17分）

滑走路 2,500メートル　１本

開港日 平成18年2月16日

運用時間 7時から22時まで

運航航空会社
全日本空輸(ＡＮＡ)、スカイマーク、
スカイネットアジア航空 (ソラシド エア）
ＡＩＲＤＯ（エア・ドゥ)

路線便数 28便　　平成25年10月1日時点

40.6
36.0

7.2 6.3 4.66.6

40.4

14.7 12.9 12.8
10.2

6.97.8 7.4

45.4

①
羽
田

②
新
千
歳

③
那
覇

④
福
岡

⑤
伊
丹

⑥
関
西

⑦
中
部
国
際

⑧
鹿
児
島

⑨
成
田

⑩
熊
本

⑪
長
崎

⑫
宮
崎

⑬
仙
台

⑭
神
戸

⑮
広
島

⑱
石
垣

全国９７空港中第１４位
地方管理６５空港中第１位

乗降客数（千人）/日平均
161.0

地方管理

～



- 16 -

平成２４年度決算

 
企業会計

■

 

７会計の単年度損益合計は８３億円の赤字〔単年度黒字５会計

 

赤字２会計〕

■

 

港湾事業では外郭団体（海上アクセスなど）再編に伴う特別損失（約１５６億円）を計上したことにより単年度赤字

■

 

高速鉄道事業では乗車料収入が増加したものの、減価償却費などの資本費負担が大きく単年度赤字

平成20～24年度

損益収支の推移

（百万円）

下水道事業 港湾事業 新都市整備 自動車事業 高速鉄道事業 水道事業 工業用水道事業

22,941 21,921 18,640 12,874 21,854 34,202 1,455

22,887 32,041 17,117 12,667 22,566 33,764 1,133

54 △ 10,120 1,523 207 △ 712 438 322

790,658 1,095,034 455,231 21,354 290,791 345,663 20,674

12,263 13,622 85,061 4,448 67,855 13,277 679

778,395 1,081,412 370,170 16,906 222,936 332,386 19,995

154,491 264,330 239,433 6,124 189,008 39,549 4,472

支　　出

収　　入

項目/会計名

収
益
的
収
支 差　　引

企業債残高

貸
借
対
照
表

資　　本

負　　債

資　　産

△ 2

1

34 33

8
14 15

2 2 2 2 2

△ 6 △ 8 △ 7

8 6 8
5 4

14
19

16
22

55

22

33

△ 14 △ 13

4 34 3 3

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

50

60

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

下水

港湾

新都市

自動車

高速鉄道

水道

工業用水道
△101

（億円）

～
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平成２４年度決算

 
企業会計

 
新都市整備事業

■

 

住宅宅地供給・経済基盤の強化をはかるため、産業用地を供給し、複合的な都市機能を備えたまちづくりを行う

■

 

会計内資金を留保しつつ企業誘致促進策を活用した取り組みにより土地売却を促進

神戸市産業用地

内陸部

臨海部

貸借対照表

土地売却収入の推移

277

145

101

282

154164

361

3.1

20.5 17.3

6.29.1

35.1

19.3

0

100

200

300

400

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

0

10

20

30

40
土地売却収入（左軸）

売却面積（右軸）

（億円） （ha）

固定資産税
都市計画税

事業所税 不動産取得税

※ 進出支援制度・優遇制度を受けるには、諸条件があります

※ その他各種補助金支援、低利融資制度などもあります

５０％減
〔限度額２億円〕

優遇制度

５０％減
〔３年間〕

資産割額
５０％減

〔３年間〕

団地 分譲価格

ポートアイランド
２期

最大４～５割引

神戸テクノ・ロジス
ティックパーク

最大５割引

進出支援制度

（億円） 資産 負債・資本

その他資本金
剰余金

販売用土地2,932

1,132

488

2,394

1,307

851

現預金等

その他固定
流動資産等

固定・流動
負債

市債残高
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平成２４年度決算

 
企業会計

 
高速鉄道事業

■

 

西神・山手線は１０年連続の黒字、海岸線は減価償却費などの資本費負担が大きく赤字

■

 

一日約３０万人をはこぶ「市民の足」を確保するため、安定した経営を維持できるよう収支改善に取り組んでいく

収支改善への取り組み

■

 

海岸線沿線地域の活性化
・Ｈ27.9開業

 

イオンモールとの連携
・ヴィッセル神戸、ＩＮＡＣ神戸との連携

■

 

付帯事業の推進
・駅構内に商業施設等を誘致
・遊休地の有効活用

西神・山手線

海岸線

経常損益

 

路線別

 

推移

△ 100

△ 80

△ 60

△ 40

△ 20

0

20

40

60

80

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

西神・山手線 海岸線 全線 減価償却 海岸線

（億円）

減価償却

西神・山手線 昭和52～62年 22.7km 18,911 13,631 4,480 5,280 260,740人

海岸線 平成13年 7.9km 2,943 8,935 3,616 △ 5,992 42,894人

全線 30.6㎞ 21,854 22,566 8,096 △ 712 303,634人

開通時期

平成２４年度決算

（百万円）
営業距離 １日あたり

乗車人員
経常損益収入 支出
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（千円）

0
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1,000

1,500

2,000
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3,000

Ｈ6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

公債費

投資的経費

（億円）

（年度）

平成２４年度決算

 
市債残高

■

 

平成１４年度（ピーク時）より約１兆円を削減し、市民１人あたりの残高は政令市で中位程度

全会計市債残高の推移

一般会計

 

市民一人あたり市債残高

 

政令指定都市比較
平成24年度末残高／平成25年4月1日推計人口

一般会計

 

投資的経費と公債費の推移

8,800

15,915 15,948
1,036

1,102

1,153 1,166 3,785 3,941 4,168 4,301 4,450 4,596 4,823

4,570 4,436 4,171 4,034 3,787 3,510 3,120 2,837
8,684

9,150

9,634 9,771 9,951 10,258 11,788 12,205 11,952

11,412
10,914

9,787 9,330 8,974

(2,860)

14,72615,780
10,403

17,994 16,12814,475

17,161

15,861 15,514

10,835
11,204 10,501

10,165
10,167

10,206
10,159

11,067

12,143

11,167

11,695

10,312

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

うち臨時財政対策債 一般会計

特別会計 企業会計

32,373（億円）

22,214
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120.2

152.6

172.4

175.6

176.6

177.5

100

150

200

250

Ｈ19
10位

Ｈ20
11位

Ｈ21
12位

Ｈ22
12位

Ｈ23
12位

Ｈ24
10位

神戸市

政令市平均

％（％）

10.9

12.1
12.9

13.9

15.1

17.1

10

12

14

16

18

Ｈ19
14位

Ｈ20
12位

Ｈ21
14位

Ｈ22
13位

Ｈ23
13位

Ｈ24
8位

神戸市

政令市平均

（％）

（億円） Ｈ23 Ｈ24

農業集落排水事業 106 102

市街地再開発事業 650 579

食肉センター事業 26 23

下水道事業 548 511

港湾事業 720 590

高速鉄道事業 540 495

自動車事業 7 5

水道事業 2 2

その他 231 53

合　　計 2,830 2,360

（億円） Ｈ23 Ｈ24

道路公社 - -

土地開発公社 - -

神戸新交通 4 3

神戸高速鉄道 5 4

先端医療振興財団 10 10

神戸空港ターミナル 3 3

神戸港埠頭株式会社 18 16

住宅供給公社 251 -

舞子ビラ事業 101 -

その他 9 7

合　　計 401 43

72.0%

1.5%

16.9%

7.2%

76.2%

1.3%

14.8%

7.4%

2.4%

0.3%

平成２４年度決算

 
財政健全化判断比率

■

 

市債残高の圧縮、プライマリーバランスの黒字維持など、これまでの行財政改革の取り組みが指標に反映

■

 

企業会計市債残高の減少などにより、将来負担比率が大幅に改善

地方債残高

債務負担行為
支出予定額

特別会計等への繰出見込 退職手当
負担見込

外郭団体等補償負担見込

将来負担額
Ｈ24

 

15,930億（外）
Ｈ23

 

16,700億（内）

実質公債費比率推移 将来負担比率推移

（％） 24年度

-

-

10.9

11.5

120.2

150.5

早期健全化基準 財政再生基準

早
期
健
全
化
団
体

財
政
再
生
団
体

政令市平均

将 来 負 担 比 率

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

政令市平均

健
全
団
体

11.25％

16.25％

25％

20％

30％

35％

400％

政令市中順位
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平成２４年度決算

 
財政健全化判断比率

 
比較

■

 

健全化判断比率では他の市場公募発行団体と比較しても遜色ない水準へ

実質公債費比率

公債費負担

（％）

（％）

債

 
務

 
水

 
準

将
来
負
担
比
率



神戸市の

行財政改革
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これまでの行財政改革

■

 

阪神･淡路大震災からの早期の復旧・復興と危機的な財政状況からの脱却

■

 

市民のくらしと安全・安心を守るという行政の使命を果たすため行財政改革を継続

自治体を取り巻く環境

人口減少と
少子・超高齢化

地域主権改革の推進等

 
による責務や役割拡大

収支不足の発生

社会保障費・医療費
が確実に増加

市税収入・地方交付税

 
の動向が不透明

神戸市行財政改革２０１５
に基づく断固たる行財政改革の実行

・事務事業のゼロベースからの見直し、民間活力の導入など

・市債残高の削減

・職員総定数　約５，５００人削減

・全職員の給与削減（平成１５～１７年度）

・平成９年度以降プライマリーバランス黒字を維持

・財政効果　約２，９００億円

期間

神戸市行財政改善緊急
３ヵ年計画

平成８～１０年度

新たな行財政改善の
取り組み

平成１１～１５年度

行政経営方針 平成１６～２２年度
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外郭団体１０団体以上削減

神戸市行財政改革2015

■

 

平成２３年度から平成２７年度において、これまで全力をあげてきた行財政改革をさらに一歩推し進める

１，６００人の職員削減

事務事業の選択と集中

■

 

業務プロセスの再構築

仕事のやり方の効率化等を進め

限られた人的資源を有効活用

■

 

民間活力の導入

官民の役割分担を見極め、民営化、

民間委託、指定管理者制度など最適な

手法を導入

プライマリーバランスの黒字維持

達成

予定

46

41
37

64

35

H7 H22 H23 H24 H25 H27

（団体）

11団体削減予定

10団体以上削減目標

△ 1,393

251300 840

549
381

472

Ｈ8 Ｈ9 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ27

（億円）
黒字維持

プライマリーバランスとは
元利払い以外の支出と、
公債発行を除いた収入との収支

21,728

15,141

15,460

15,845

16,164

19,543

H7 H15 H22 H23 H24 H25 H27

（人）

1,023人削減

概ね1,600人削減目標
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〔解散〕

・神戸航空交通ターミナル(株)

〔統合〕

・(財)開発管理事業団

〔解散〕

・土地開発公社

〔解散〕

・住宅供給公社

■

 

住宅供給公社

民事再生手続により、（一財）神戸すまいまちづくり公社への事業の

継承と各金融機関及び市に対する債務の整理を行い、解散した

本市負担約２５７億円は第三セクター等改革推進債などによって措置

■

 

舞子ビラ事業〔神戸マリンホテルズ(株)〕

 

：

 

ホテル経営

市は損失補償など約１０２億円を基金により措置して土地信託契約を解消し、

継承事業者に対して建物を売却、土地を定期借地権設定契約により賃貸した

神戸マリンホテルズ（株）はホテル事業を民間事業者に譲渡して解散し、

特別清算の手続きを経て清算結了した

■

 

海上アクセス(株)

 

：

 

神戸空港-関西国際空港間ベイ･シャトル

民事再生手続により債務超過及び累積欠損金を解消して健全な財務体質となり

本市債権については、１.７億円の株式と交換することで、出資金と合わせて

約１４２億円の特別損失を計上した

経営基盤のさらなる強化を図り、航路事業を安定的に継続していくため、

（株）ＯＭこうべ

 

への経営統合を行った

外郭団体経営改革

■

 

「次の世代に負担を残さず、問題を先送りしない」基本方針のもと市民負担の最小化や透明性の確保といった観点から

外郭団体の経営改革を速やかに進めていく

外部の専門家による

 

「あり方検討委員会」

 

対象事業・団体
平成２３年度末

４１団体

平成２４年度末
３７団体

平成２５年度末
予定

３５団体

〔解散〕

・神戸マリンホテルズ(株) 

〔統合〕

・海上アクセス(株)
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平成１８年以前
ｏｐ格付

ＡＡ －

平成１９年１月
依頼格付

ＡＡ 〔安定的〕

平成２５年４月
定期評価

ＡＡ 〔安定的〕

発行体格付

■

 

平成１９年１月より安定的な資金調達を図るために発行体格付を取得

■

 

経済力

スーパーコンピュータ「京」が共用を開始、

関西イノベーション国際戦略総合特区の対象地域

となったことで経済発展に弾みがつくと予想される

■

 

債務水準

多くの地方公共団体で臨時財政対策債を含めた

地方債残高が増加傾向であることを考えれば、

市債残高の削減が順調に進んでいる点は評価できる

■

 

外郭団体

外郭団体の経営改革に着手し、

将来、追加的な財政負担が生じるリスクが大幅に軽減

格付評価のポイント

Ｒ＆Ｉ　格付投資情報センター

ＡＡ　信用力は極めて高く、優れた要素がある

〔格付の方向性〕

ｏｐ　依頼によらずＲ＆Ｉの判断で付与した格付

格付 方向性

静岡県 ＡＡ ＋ 〔安定的〕

愛知県 ＡＡ ＋ 〔安定的〕

埼玉県 ＡＡ ＋ 〔安定的〕

栃木県 ＡＡ ＋ 〔安定的〕

奈良県 ＡＡ 〔安定的〕

福井県 ＡＡ 〔安定的〕

徳島県 ＡＡ 〔安定的〕

岡山県 ＡＡ 〔安定的〕

他団体の状況



神戸市の

資金調達
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市場公募債の発行実績

■

 

全国型市場公募債では中期・長期・超長期を継続して発行

■

 

発行残高に占める民間資金の割合が増加

市債残高

 

資金別割合の推移全国型市場公募債発行実績

32% 34% 37%
40%

45% 48%

29%
29% 27%

23%
20%

18%

21% 20% 19% 19% 18% 18%

18% 17% 17% 17% 17% 16%

0%

10%

20%
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H19 H20 H21 H22 H23 H24

市場公募債 銀行等引受債等 財政融資資金 地方公共団体金融機構等

（年度）

25,839 25,113 24,266 23,503 22,609 22,214

（億円）

300

100 100

250 250 220

200

100
200

200 200 300

300

300

300

200 250

280

100
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100
100
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H19 H20 H21 H22 H23 H24
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（年度）

（億円）
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1,100
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平成２５年度発行計画

■

 

全年限で主幹事方式を採用し、投資家需要に応じた発行時期の検討、市場との対話による条件決定を行う

■

 

個別訪問でのＩＲを中心とした情報提供・ＨＰ等を通じた情報公開を継続して実施

主幹事方式とはプロポーザル（提案募集）により発行体が選定した金融機関が主幹事となり、発行体と協議しながら起債運営全般を

 
遂行していく方法。投資家需要を積上げて条件スプレッドを決定するのが特徴であり、市場実勢を踏まえた決定方式とされている。

（億円）

２５年 ２６年

発行別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

５年債
１００

0.312％
２００

１０年債
１００

0.571％
２００

超長期債

１００

〔20年〕
1.817％

２００

フレックス枠

上乗せ発行
又は単独発行

１００

5年債
上乗せ

２００

共同発行債
〔１０年〕

５０

0.576％

３０

0.62％

２０

0.873％

２０

0.912％

２０

0.821％

２０

0.811％
２０ ２０ ２０ １０ ２０ ５０ ３００

銀行等引受債

１００
シンジ
ケート
ローン

５００

１００

１００

１００

１００

４００
〔シンジケートローン・入札・提案募集〕
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平成２４年度決算

 
各都市財政指標

経常収支比率

 

｜

 

財政構造の弾力性を判断するための指標。人件費、扶助費、公債費のような経常的に支出される経費に充当された一般財源が、
地方税、普通交付税を中心とする経常的に収入される一般財源に占める割合

財政力指数

 

｜

 

平均的に仕事をするために必要となる財源（基準財政需要額）に対する市税等（基準財政収入額）

 

の割合の過去３年間の平均値
連結実質赤字比率

 

｜

 

公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率
実質公債費比率

 

｜

 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率
将来負担比率

 

｜

 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本
とした額に対する比率

岡山市 88.2 川崎市 0.999 札幌市 相模原市 3.8 浜松市 28.3

熊本市 89.1 名古屋市 0.985 仙台市 堺市 4.9 さいたま市 34.1

浜松市 89.6 さいたま市 0.973 さいたま市 さいたま市 5.4 堺市 36.9

新潟市 91.2 横浜市 0.964 横浜市 札幌市 7.6 相模原市 43.2

静岡市 91.5 相模原市 0.955 川崎市 大阪市 9.4 岡山市 64.0

神戸市 91.5 千葉市 0.951 相模原市 川崎市 10.1 静岡市 87.3

福岡市 91.7 大阪市 0.904 新潟市 北九州市 10.8 札幌市 90.8

さいたま市 92.8 静岡市 0.892 静岡市 神戸市 10.9 川崎市 106.3

札幌市 94.3 浜松市 0.851 浜松市 熊本市 11.1 新潟市 113.5

相模原市 95.4 仙台市 0.843 名古屋市 仙台市 11.3 神戸市 120.2

横浜市 95.6 福岡市 0.836 京都市 新潟市 11.3 熊本市 120.7

仙台市 96.5 堺市 0.833 大阪市 静岡市 11.5 仙台市 141.2

堺市 96.7 広島市 0.798 堺市 浜松市 11.5 北九州市 170.3

広島市 96.8 京都市 0.755 神戸市 名古屋市 12.1 大阪市 180.8

千葉市 97.5 岡山市 0.745 岡山市 岡山市 13.5 名古屋市 188.4

北九州市 97.7 神戸市 0.744 広島市 京都市 13.8 福岡市 191.9

川崎市 99.4 新潟市 0.703 北九州市 福岡市 14.6 横浜市 200.4

名古屋市 99.8 北九州市 0.688 福岡市 横浜市 15.4 京都市 235.4

京都市 100.3 札幌市 0.687 熊本市 広島市 15.9 広島市 238.7

大阪市 101.9 熊本市 0.665 千葉市 2.59 千葉市 19.5 千葉市 261.1

平均値 94.9 平均値 0.839 加重平均 11.5 加重平均 150.5

該当 なし

実質公債費比率 将来負担比率経常収支比率 財政力指数 連結実質赤字
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2,000
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3,000

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

市税

市税 うち個人市民税

市税 うち法人市民税

市税 うち固定資産税

地方交付税

市債

市債 うち臨時財政対策債

一般会計歳入の推移

平成１７年度決算額は復興基金への出捐・貸付金にかかる市債償還財源（歳入）を除く

（億円）

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

2,741 2,433 2,761 2,929 2,891 2,863 2,756 2,697 2,642 2,517 2,506 2,568 2,626 2,759 2,779 2,731 2,671 2,698 2,665

うち個人市民税 869 661 758 947 901 867 820 799 789 747 716 747 821 934 948 949 887 874 905

うち法人市民税 289 269 368 317 278 242 224 220 208 202 234 273 327 311 307 253 248 272 271

うち固定資産税 1,127 1,055 1,171 1,192 1,242 1,272 1,235 1,227 1,207 1,156 1,138 1,142 1,080 1,104 1,115 1,124 1,126 1,131 1,078

603 682 1,107 1,032 985 1,140 1,280 1,225 1,253 1,193 1,201 1,212 979 811 825 809 786 737 679

1,261 6,065 3,267 1,408 1,011 805 551 603 697 734 561 518 391 409 403 720 802 646 822

うち臨時財政対策債 83 188 336 241 185 167 151 142 220 423 435 421

5,110 7,714 6,879 5,862 4,923 4,800 4,317 4,022 3,734 3,478 3,578 3,410 3,205 3,200 3,155 3,566 3,306 3,139 3,267

9,715 16,894 14,014 11,231 9,810 9,608 8,904 8,547 8,326 7,922 7,846 7,708 7,201 7,179 7,162 7,826 7,565 7,220 7,433

区分/年度

市税

地方交付税

市債

歳入

その他
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

人件費

扶助費

公債費

義務的経費

投資的経費

一般会計歳出の推移

平成１７年度決算額は復興基金への出捐・貸付金にかかる市債償還額（歳出）を除く

（億円）

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

3,574 3,393 3,666 3,830 3,681 3,989 4,055 4,137 4,025 4,156 4,319 4,074 3,816 3,800 3,783 3,950 4,038 4,050 3,963

人件費 1,528 1,570 1,540 1,577 1,554 1,623 1,534 1,566 1,393 1,348 1,325 1,302 1,335 1,314 1,258 1,270 1,221 1,201 1,166

扶助費 1,071 945 878 923 968 1,047 981 1,056 1,134 1,216 1,306 1,319 1,327 1,362 1,396 1,469 1,719 1,784 1,797

公債費 975 878 1,248 1,330 1,159 1,319 1,540 1,515 1,498 1,592 1,688 1,453 1,154 1,124 1,129 1,211 1,098 1,065 1,000

2,223 5,222 5,104 3,784 2,632 1,973 1,585 1,323 1,217 926 760 841 589 620 619 670 713 629 465

709 761 732 692 831 829 886 826 798 835 790 864 893 914 936 851 833 852 781

2,856 7,046 3,886 2,548 2,380 2,694 2,243 2,149 2,233 1,953 1,926 1,856 1,774 1,784 1,710 2,297 1,896 1,635 2,150

9,362 16,422 13,388 10,854 9,524 9,485 8,769 8,435 8,273 7,870 7,795 7,635 7,072 7,118 7,048 7,768 7,480 7,166 7,359

38.2% 20.7% 27.4% 35.3% 38.6% 42.1% 46.2% 49.0% 48.7% 52.8% 55.4% 53.4% 54.0% 53.4% 53.7% 50.9% 54.0% 56.5% 53.8%

物件費等

歳出

義務的経費比率

区分/年度

義務的経費

投資的経費

繰出金
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市場公募債発行実績

表面利率 発行価額
応募者
利回り

表面利率 発行価額
応募者
利回り

表面利率 発行価額
応募者
利回り

表面利率 発行価額
応募者
利回り

2009年4月 平成21年度第1回公募公債 200億円 - - - - - - 2.28% 99円96銭 2.282% - - -

2009年6月 平成21年度第7回公募公債 100億円 - - - 1.69% 99円98銭 1.692% - - - - - -

21 2009年9月 平成21年度第8回公募公債 100億円 - - - - - - - - - 2.391% 100円 2.391%

2009年11月 平成21年度第9回公募公債 100億円 - - - 1.551% 100円 1.551% - - - - - -

2009年12月 平成21年度第10回公募公債 100億円 0.598% 100円 0.598% - - - - - - - - -

2010年1月 平成21年度第11回公募公債 100億円 - - - - - - 2.233% 100円 2.233% - - -

2010年4月 平成22年度第1回公募公債 100億円 - - - 1.445% 100円 1.445% - - - - - -

2010年6月 平成22年度第3回公募公債 100億円 0.431% 100円 0.431% - - - - - - - - -

2010年9月 平成22年度第4回公募公債 100億円 - - - - - - 1.895% 100円 1.895% - - -

22 2010年10月 平成22年度第5回公募公債 100億円 - - - 0.951% 100円 0.951% - - - - - -

2010年12月 平成22年度第6回公募公債 150億円 0.503% 100円 0.503% - - - - - - - - -

2010年12月 平成22年度第7回公募公債 100億円 - - - - - - - - - 2.285% 100円 2.285%

2011年1月 平成22年度第9回公募公債 100億円 - - - - - - 2.090% 100円 2.090% - - -

2011年6月 平成23年度第2回公募公債 100億円 - - - 1.192% 100円 1.192% - - - - - -

2011年8月 平成23年度第3回公募公債 150億円 0.375% 100円 0.375% - - - - - - - - -

2011年9月 平成23年度第4回公募公債 100億円 - - - - - - 1.913% 100円 1.913% - - -

23 2011年10月 平成23年度第5回公募公債 100億円 - - - 1.025% 100円 1.025% - - - - - -

2011年12月 平成23年度第12回公募公債 100億円 0.395% 100円 0.395% - - - - - - - - -

2012年2月 平成23年度第14回公募公債 150億円 - - - - - - 1.794% 100円 1.794% - - -

2012年3月 平成23年度第23回公募公債 100億円 - - - - - - - - - 2.173% 100円 2.173%

2012年6月 平成24年度第2回公募公債 100億円 - - - 0.891% 100円 0.891% - - - - - -

2012年8月 平成24年度第3回公募公債 150億円 - - - - - - 1.635% 100円 1.635% - - -

24 2012年8月 平成24年度第4回公募公債 100億円 0.236% 100円 0.236% - - - - - - - - -

年
度 2012年10月 平成24年度第10回公募公債 200億円 - - - 0.796% 100円 0.796% - - - - - -

2012年12月 平成24年度第11回公募公債 120億円 0.199% 100円 0.199% - - - - - - - - -

2012年12月 平成24年度第12回公募公債 130億円 - - - - - - 1.711% 100円 1.711% - - -

平
成

平
成

年
度

平
成

３０年債

発行時期 名称 発行額

年
度

５年債 １０年債 ２０年債

平
成

年
度



神戸市

 

行財政局

 

財政部

 

財務課

 

公債係

神戸市中央区加納町６－５－１

ＴＥＬ：（０７８）３２２－５１３７

Ｅ-Mail：kousai@office.city.kobe.lg.jp

ＵＲＬ：http://www.city.kobe.lg.jp/information/about/financial/

本資料に関する

お問い合せ先
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